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順位 企業名 許可番号 大臣知事区分 売上高
1 新日本瓦斯 11035792 埼玉知事 106億円
2 青山機工 00013295 国土交通大臣 97億円
3 丸和工業 11001441 埼玉知事 37億円
4 高脇基礎工事 00003129 国土交通大臣 30億円
5 三栄管理興業 00013277 国土交通大臣 15億円
6 三栄管理興業 11063004 埼玉知事 13億円
7 日暮工業 11001020 埼玉知事 9億円
8 シーエーエー 11047526 埼玉知事 8億円
9 川村建設工業 11018301 埼玉知事 6億円
10 方円建築工房 11049064 埼玉知事 3億円
11 ニチデン技術サービス 11026913 埼玉知事 3億円
12 北本建設 11007693 埼玉知事 3億円
13 泉山設備 11054777 埼玉知事 3億円
14 富士電気工業 11013519 埼玉知事 2億円
15 天沼建設 11018826 埼玉知事 2億円
16 東栄 11047243 埼玉知事 2億円
17 三浦建工 11053773 埼玉知事 2億円
18 深井電気 11015642 埼玉知事 2億円
19 タカマツ 11063392 埼玉知事 2億円







































































































































1・ 2・ 3・ 4・ 5
9年間総事業費約80億円で耐震工事の必要な
校舎，体育館の大規模改修工事をすべて完了。
関東グリコ等の企業誘致 1・ 2・ 3・ 4・ 5
5年がかりでグリコの東日本拠点工場および工
場見学施設グリコピアの誘致に成功。
個人市民税減税 1・ 2・ 3・ 4・ 5
行政改革の成果として，大幅な剰余金を市民に
還元。全国3例目。
職員数の削減 1・ 2・ 3・ 4・ 5 行政改革の一環として17％の削減。




1・ 2・ 3・ 4・ 5 観光戦略として展開。全国的な知名度を獲得。
北本ジュニア囲碁祭り・北本ピ
アノコンクールの実施






1・ 2・ 3・ 4・ 5 教育の課題に他市に先駆けて取り組む。
民間保育所の活用による待機児
童ゼロの実現
1・ 2・ 3・ 4・ 5 3年連続年度当初の待機児童ゼロを達成。
市役所新庁舎建設 1・ 2・ 3・ 4・ 5 総事業費約32億円。



































































































































































































（1） 日本創成会議 全国市区町村別「20～39歳女性」の将来推計人口より http://www.policycoun
cil.jp/
（2） 北本市に進出している企業全体を把握する調査は市のほうでは実施していないとのことである。
（3） 日本五大桜の一つである石戸蒲桜のある北本市と日本最大規模の横穴式古墳（吉見百穴）のある吉
見町はそれぞれの名所をめぐる共通スタンプラリーを3月19日から4月10日の期間に実施した。こ
れは石戸蒲桜や北本自然観察公園など北本市内の3カ所と，吉見百穴やさくら堤公園など同町内の3
カ所を合わせた計6か所を巡る共通スタンプラリーである。隣接する両地域の観光エリアとして集客
力を高めるのが目的である。
（4） 札幌市で植物工場を開設する農業生産法人Jファームは，2016年4月から高糖度トマト「レッド
ジュエルサッポロ」のブランドで販売する。北本市も北本トマトのブランド化が求められる。
（5） 朝日新聞2016年2月24日朝刊。詳しくはFAVO（https://faavo.jp/saitama/project/1027）。
（6） 日本経済新聞2016年4月5日「認知症見守りに小型端末」。
（7） 日本経済新聞2016年4月2日。埼玉県は2015年度から多子世帯向けに中古住宅の取得やリフォー
ムにかかる費用を最大50万円補助する制度を始めた。これは一戸建て住宅が対象であったが，2016
年度は分譲マンションも加えることにした。また，子どもが2人でも3人目を希望する世帯は補助対
象にする。
（8） こうしたイベントの更なる拡充のために企業や各種団体とのコラボレーションやふるさと納税制度
の活用などが有効であろう。
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RegionalEconomicRebuilding
andDevelopmentStrategiesforKitamotoCity
ShinnosukeYASUDAandKenjiISHIZU
Abstract
Accordingtoapreliminarybuletinfrom the2015nationalcensus,mostregionsin
Japan,includinglargecities,areexperiencinganaccelerateddeclineinpopulation.Inthe
censusconductedtenyearsprior,38prefecturessawdecliningpopulationwhileninesaw
anincreasingpopulation.The2015censusisthefirstofficialsurveythatshowsOsaka
movingtonegativegrowthandonlyOkinawa,Tokyo,andAichiwithgrowingpopula-
tions.
MostlocalmunicipalitiesinthesuburbsofTokyoandotherlargecitiesshouldexperi-
encetheelderlypopulationtocontinuetogrowwhiletheproductivepopulationdecreas-
ing.Inaddition,duetoincreasesinhouseholdsofsinglepersonornuclearfamiliesofthree
orless,adilutedsenseofcommunityisincreasingintheseareas.Thus,asfiscaldifficulties
oflocalgovernmentsincrease,theneedsofresidentsshouldbecomemorediverse,com-
plex,andadvanced.Increasingadministrativedecentralizationmeansthattheresponsibil-
ityfordecisionsthatchalengetheseissuesappropriatelyrestsontheselocalgovernments.
ThisstudyexaminesthepoliciesoftheformerKitamotoCitymayor,Ishizu,in
SaitamaPrefectureovertheperiodoftwelveyearsfrom2003to2015,regarding（1）admin-
istrativepolicyreforms,（2）regionaleconomicvitalizationpolicies,（3）educationand
culturepolicies,and（4）lowbirthratesandaging.Thestudyalsodiscussestheissuesfaced
bylocalgovernmentsandtheirfuturepolicydirections.
